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第１章 計画策定について 

１．本計画策定の背景と目的 

全国的に公共施設ならびにインフラの老朽化対策が大きな課題となっています。公共施設については、全

国的な人口減少基調と、少子高齢化に伴う年齢層の変化等によりどの自治体も今後の利用需要の変化が

予想されることに加え、過去に建設された施設がこれから大量に更新時期を迎える一方で、財政は依然とし

て厳しい状況にあります。また、インフラについても、高度経済成長期に「ネットワーク」として整備した社会基

盤施設の老朽化が進んでいることに加え、保全業務に携わる技術者不足や、メンテナンスサイクルをまわす

仕組みが確立・構築されていない、研修などを受ける機会が少ないためにおこる点検の質の低下などが指摘

されています。 

本町においても同様の状況が見られます。これらの問題を解決するために、本町にある公共施設を効果

的かつ効率的に活用すること、また必要な公共サービスを持続的に提供し続けるための取組が必要不可欠

です。また、各種インフラ施設については、計画的かつ効率的な維持管理・補修を、今後も継続的に実施し

ていく必要があります。 

国において、平成 25（2013）年 11 月に「インフラ長寿命化基本計画」が策定され、その中で地方公共団

体の役割である行動計画が示されており、平成 26（2014）年４月 22 日付け総財務第 74 号「公共施設等の

総合的かつ計画的な管理の推進について」で公共施設等総合管理計画の策定要請があり、併せて「公共施

設等総合管理計画の策定にあたっての指針」（以下「策定指針」という。）が示されました。 

その後、平成 30（2018）年 2 月 27 日付け総財務第 28 号「公共施設等総合管理計画の策定にあたって

の指針の改訂について」で策定指針が改訂され、「ユニバーサルデザイン化の推進方針」等の要件が新たに

追加されるとともに、個別施設毎の長寿命化計画（個別施設計画）を踏まえて、各地方公共団体において策

定した公共施設等総合管理計画について、不断の見直しを行うことを要請されています。 

本町においても、国からの要請や策定指針を踏まえ、中長期的な視点から、町の保有する公共施設等を

総合的かつ一体的に管理し、更新・統廃合・長寿命化などを計画的かつ効率的に実施するための方針を示

した「本山町公共施設等総合管理計画」を平成 29（2017）年３月に策定しました。 

今回、「本山町公共施設等総合管理計画（令和４年改訂）」は、総合管理計画初版に時点補正を加える

とともに、これまでに策定した個別施設計画を反映し、公共施設等の長寿命化等を計画的に行うことによる

財政負担の軽減・平準化など、引き続き公共施設等の総合的かつ計画的な管理を推進することを目的とし

て策定するものです。 

対象施設の選定については、統一的な基準による地方公会計の整備に伴い整理される固定資産台帳を

基に行いますが、既存施設等の管理・運営・撤去に関する各種計画等との整合性を図りながら定めることとし

ます。 
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■これまでの取組について 

本町では、平成 26（2014）年４月 22 日付け総財務第 74 号「公共施設等の総合的かつ計画的な管理の

推進について」による公共施設等総合管理計画の策定要請を受け、平成 29（2017）年 3 月に「本山町公共

施設等総合管理計画」を策定し、橋梁、本庁舎、町民文化系施設、スポーツ・レクリエーション系施設、学校

教育系施設、産業系施設、公営住宅等の個別施設計画を順次策定しました。 

また、地方創生と人口減少対策として、まち・ひと・しごとづくりに重点的に取り組むための計画として、「第 2

期本山町ひと・しごと・まち創生総合戦略」を令和 2（2020）年 3 月に策定し、本町の行財政運営の最上位計

画である「第 7 次本山町振興計画」を令和 2（2020）年 6 月に策定しました。 

これら、本町の公共施設等に関わる各計画に基づき、公共施設等の計画的な管理に取り組んでいるところ

です。 

これまでの取組の流れ 

平成 29（2017）年 3 月 「本山町公共施設等総合管理計画」策定 

平成 30（2018）年 11 月 「本山町公共施設等個別施設計画（本庁舎）」策定 

平成 30（2018）年 3 月 「本山町橋梁長寿命化修繕計画」策定 

平成 31（2019）年 3 月 「本山町個別施設計画（町民文化系施設 本山町プラチナセンター）」策定 

 「本山町個別施設計画（スポーツ・レクリエーション系施設 汗見川ふれあい

の郷 清流館）」策定 

令和元（2019）年 5 月 「土佐本山学校給食センター」落成 

令和元（2019）年 6 月 「モンベルアウトドアヴィレッジ本山」落成 

令和 2（2020）年 3 月 「本山町個別施設計画（学校教育系施設 本山小学校 吉野小学校 嶺

北中学校）」策定 

 「第 2 期本山町ひと・しごと・まち創成総合戦略」策定 

令和 2（2020）年 6 月 「第 7 次本山町振興計画」策定 

令和 3（2021）年 3 月 「本山町個別施設計画（スポーツ・レクリエーション系施設 吉野クライミング

センター」策定 

 「本山町個別施設計画（産業系施設 販売施設）」策定 

 「本山町公営住宅等長寿命化計画」策定 

令和 3（2021）年 9 月 「本山町役場新庁舎」建設工事着工 

令和 3（2021）年 9 月 「本山町過疎地域持続的発展計画」策定 

令和 4（2022）年 3 月 「本山町公共施設等総合管理計画」改訂 
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２．本計画の位置付け 

本計画は、国が策定した「インフラ長寿命化計画」や「公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針」

に基づき、本町の公共施設等におけるインフラ長寿命化計画（行動計画）として定めるものです。 

  

インフラ長寿命化計画 

（国の全分野） 
公共施設等総合管理計画 

(自治体のインフラ長寿命化計画) 

 

＝基本計画の目標達成に向けた行動計画＝ 
基本計画に基づき、インフラの維持管理・更新等を

着実に推進するための中期的な取組の方向性を明ら

かにする計画（平成 28年度までに策定） 

■対象施設   ■計画期間 

■所管インフラの現状と課題 

■中長期的な維持管理・更新コストの見通し 

■必要施策の具体的な取組内容と工程 

■フォローアップ計画 

※施設特性に応じて必要施策を具体化 

インフラ長寿命化基本計画（国） 

※自治体ごとに策定 

個別施設計画：施設ごとの長寿命化計画 

(施設の状態に応じた詳細な点検・修繕・更新の計画) 

 

＝インフラの長寿命化に関する基本方針＝ 
■目標とロードマップ        ■必要施策の方向性 

■基本的な考え方          ■国と地方の役割 

■インフラ長寿命化計画の基本的事項 ■産学界の役割 等 

平成 25年 11月 

関係省庁連絡会議決定 

（行動計画） 

（個別施設計画） 

（行動計画） 

（個別施設計画） 

 ＝公共施設等総合管理計画の見直し・改訂＝ 
計画策定後も個別施設計画の策定に伴い実施する点

検・診断や対策の内容等を反映させるなど、不断の

見直しを実施し順次充実を図る。 

●公共施設等の管理の基本的な方針 

■計画期間（10年以上）■全庁的な取組体制等 

■公共施設等の管理の基本的な方針 

・点検診断、維持管理更新等、安全確保、耐震化 

・長寿命化、ユニバーサルデザイン化、統合や廃止 

・管理体制の構築 

■ＰＤＣＡサイクル推進方針 

河川 道路 公共建築物 道路 河川 公共建築物 

見直しに反映 
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（参考）インフラ長寿命化計画（行動計画）における対象施設 

分野 対象施設 主な根拠（関連）法令等 

道路 

道路施設（橋梁、トンネル、大型の構造

物（横断歩道橋、門型標識、シェッド 

等） 等） 

道路法第２条第１項 

河川・ダム 

河川管理施設（ダム、堰、水門、床止

め、樋門・樋管、閘門、陸閘、揚排水機

場、浄化施設、管理橋、堤防、護岸、

樹林帯 等） 

河川法第３条第２項 

砂防 

砂防設備 砂防法第１条 

地すべり防止施設 地すべり等防止法第２条第３項 

急傾斜地崩壊防止施設 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法

律第２条第２項 

自動車道 
橋、トンネル、大型の構造物（門型標識

等） 等 

一般自動車道構造設備規則第１１条、第１２

条、第１６条、第１７条及び第２９～３４条 

公園 
都市公園等（都市公園、特定地区公

園（カントリーパーク）） 

都市公園法第２条第１項 

社会資本整備重点計画法施行令第２条第２号 

住宅 

公営住宅 公営住宅法第２条第２号及び第９号 

公社賃貸住宅 地方住宅供給公社法第２１条第３項第１号 

UR 賃貸住宅 独立行政法人都市再生機構法第３条 

官庁施設 
官庁施設（庁舎、宿舎 等） 官公庁施設の建設等に関する法律第１３条第１

項 

※出典：国土交通省「インフラ長寿命化計画（行動計画）」（平成 26（2014）年５月 21 日） 

 

 

町の最上位計画である「第７次本山町振興計画」をはじめとし、「本山町過疎地域持続的発展計画」や各

種施設の整備計画、長寿命化計画などとの整合性に配慮します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７次本山町振興計画 

本山町公共施設等 

総合管理計画 

関連計画・方針 

・本山町過疎地域持続的発展計

画 

・本山町ひと・しごと・まち創生総

合戦略 

                      等 

インフラ関連施設の個別計画 

（長寿命化・保全計画等） 

参考 

固定資産台帳ならびに各種個別台帳・一覧 
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３．対象範囲と計画期間 

対象範囲は、平成 26（2014）年度に整備した「本山町固定資産台帳」をもとにします。ただし、病院施設

など、会計区分が異なるものについては、必要に応じて反映しています。台帳整備以降に新設・除去した施

設についても、考慮するものとします。 

計画期間は、令和４（2022）年度から令和 13（2031）年度までの 10 年間とします。ただし、中長期的な

視点が必要であることから、人口推計などは、「本山町人口地方ビジョン」で行った令和 42（2060）年までの

ものを活用しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画の対象範囲 

行政系施設、子育て支援施設、保健福
祉施設、学校教育施設、スポーツ・レクリ
エーション施設、産業系施設、町営住宅
等 

道路、橋梁、水道 等 

公共施設等 
公共施設 

インフラ整備 

土 地 

その他 

固
定
資
産
台
帳 
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昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和2年

老年人口 1,139 1,331 1,430 1,594 1,657 1,651 1,537 1,560

生産年齢人口 3,554 3,217 2,867 2,552 2,300 2,096 1,715 1,419

年少人口 873 713 604 511 417 356 321 280

総人口 5,566 5,215 4,901 4,657 4,374 4,103 3,573 3,261

5,566
5,215

4,901
4,657

4,374
4,103

3,573
3,261

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

人

第２章 本山町の現状分析と将来推計 

１．現状分析 

（１）人口の動向 

○町の人口は減少傾向が続いており、総人口は 30 年前の３分の２程度にまで落ち込んでいます。

特に「生産年齢人口（15 歳以上 65 歳未満）」の減少比率が、高知県全体と比べても高くなって

おり、このことは、税収面でも大きな影響を及ぼすため、今後のまちのありかたを考える上でも重

要なポイントです。 

○また、主力産業である農業従事者の平均年齢が 60 歳代の後半ということは、大きな課題といえ

ます。 

 

①総人口及び人口構成と推移 

国勢調査の総人口は昭和 60（1985）年には 5,566 人でしたが、平成７（1995）年に 5,000 人を下回り

4,901 人となりました。直近令和 2（2020）年の国勢調査では、５年前から 8.7％落ち込み、3,261 人となって

います。 

人口構成は少子化・高齢化が続いており、生産年齢人口が減少し平成７（1995）年以降 3,000 人を下回

り、令和 2（2020）年の年少人口割合は 8.6％、生産年齢人口割合が 43.5％、老年人口割合が 47.8％とな

っています。 

人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※出典：国勢調査 

※年齢階級別の外国人住民数が非公表の場合や年齢不詳者がいる場合は、年齢階級毎の合計と総数が一

致しないことがある。 
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昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和2年

人人
総人口 世帯数 １世帯あたり人数

26.9%
33.9%

58.7%
68.3%

47.7%
55.3% 54.8%

62.2%

33.5% 38.1%

51.7%
60.1%

72.3%
79.4%

49.5%
56.0%

49.5%
57.6%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

（参考） 

まちを支えていく上で欠かせないのが、いわゆる「現役世代」の存在です。一般的には生産年齢人口の

算出に用いられる 15～64 歳のことを指します。以下の図は、国勢調査において高知県の人口が最も多

かった昭和 60（1985）年から、令和 2（2020）年までの 35 年間にどの程度生産年齢人口が減少したか

を示すものです。高知県全体での減少幅はマイナス 33.9％ですが、本山町はそれを大幅に超え、半減以

上のマイナス 60.1％という結果であり、平成 27 年のマイナス 51.7％から 8.4 ポイント減少が進みました。 

現役世代（生産年齢人口）の減少幅 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②世帯数と１世帯あたり人数の推移 

世帯数は昭和 60（1985）年の 2,055 世帯から令和 2（2020）年には 1,504 世帯に減少しており、総人口

の減少率に比べると低いものの、減少率は 26.8％となっています。人口減少に伴い、１世帯あたり人数も減

少しており、平成７（1995）年までは 2.5 人以上で推移していましたが、平成 12（2000）年に 2.5 人を下回っ

て 2.44 人となり、平成 27（2015）年は 2.12 人となりましたが、令和 2（2020）年では 2.17 人とやや増加して

います。 

世帯数と１世帯あたり人数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

  

※出典：国勢調査 

※出典：国勢調査（昭和 60 年・平成 27 年･令和 2 年） 
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自然増減数 社会増減数

昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

第３次産業 1,342 1,351 1,309 1,233 1,168 1,127 1,099

第２次産業 623 629 533 503 395 318 285

第１次産業 893 667 617 480 532 421 372

就業者数 2,858 2,648 2,462 2,217 2,095 1,868 1,781
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③人口動態の推移 

年によって件数は異なるものの、自然減、社会減により人口減少が続いてきました。平成 20（2008）年頃

から社会減が縮小して平成 22（2010）年及び平成 24（2012）年は社会増となりましたが、平成 25（2013）

年からは再び社会減となりました。その後、平成 29（2017）年と平成 30（2018）年に社会増となり、令和元

年に社会減となりましたが近年は社会増となっています。 

自然減は平成７（1995）年以降一貫して続いていますが、近年は減少数が縮小傾向になってきています。 

自然増減・社会増減の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④就業状況の推移 

就業者数は減少傾向が続いており、昭和 60（1985）年は 2,858 人でしたが、平成 27（2015）年は 1,781

人となっています。産業別でみると第１次産業従事者及び第２次産業従事者の減少率が高く、構成比は平

成 27（2010）年で第１次産業従事者が 20.9％、第２次産業従事者が 16.0％、第３次産業従事者が 61.7％

となっています。 

産業別就業人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※出典：住民基本台帳人口（平成７～25 年は各年 3 月 31 日現在、平成 26 年以降は 1 月 1 日現在） 

 

※出典：国勢調査、分類不能を除いており、合計が合わない箇所がある。 

町内介護保健施設入居者の増加 
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産業別就業者の平均年齢は、特に第１次産業従事者の高齢化が進んでおり、農業・林業が 63.7 歳、その

うち農業のみでは 66.9 歳となっています。 

 

産業別就業者の平均年齢 

産業大分類（平成 27（2015）年） 平均年齢（歳） 

総数 53.1 

Ａ 農業，林業 63.7 

うち農業 66.9 

Ｂ 漁業 － 

Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 － 

Ｄ 建設業 51.8 

Ｅ 製造業 47.9 

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 43.5 

Ｇ 情報通信業 36.4 

Ｈ 運輸業，郵便業 49.6 

Ｉ 卸売業，小売業 53.9 

Ｊ 金融業，保険業 49.9 

Ｋ 不動産業，物品賃貸業 46.8 

Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 49.8 

Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 52.7 

Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 57.7 

Ｏ 教育，学習支援業 46.7 

Ｐ 医療，福祉 48.2 

Ｑ 複合サービス事業 45.2 

Ｒ サービス業（他に分類されないもの） 56.5 

Ｓ 公務（他に分類されるものを除く） 47.8 

Ｔ 分類不能の産業 50.3 

※出典：国勢調査 
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年度

H26

年度

H27

年度

H28

年度

H29

年度

H30

年度

R1

年度

R2

年度

その他の特定財源 504,411 335,682 454,550 391,893 1,095,290 454,331 535,637 323,549 448,513 824,725 890,245

その他の一般財源 86,858 82,958 72,161 71,381 75,879 108,307 95,671 98,912 99,934 115,209 141,858

都道府県支出金 343,963 416,136 355,301 351,167 313,175 295,108 301,049 356,659 299,168 388,668 433,016

国庫支出金 697,199 124,010 140,907 367,354 306,172 507,392 874,832 1,073,302 482,826 504,858 978,879

地方債 633,074 367,567 297,748 439,109 326,640 423,463 1,076,554 1,005,065 960,234 940,575 505,519

地方交付税 1,954,897 1,931,861 1,878,089 1,887,692 1,945,970 2,018,978 1,936,835 1,932,147 1,957,831 1,968,454 2,094,396

地方税 299,854 313,525 304,097 300,040 298,438 296,513 296,555 304,431 318,273 311,615 315,069

歳入合計 4,520,256 3,571,748 3,502,853 3,808,636 4,361,564 4,104,092 5,117,133 5,094,065 4,566,779 5,054,104 5,358,982
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百万円

（２）財政の動向 

○地方債現在高はここ数年微増傾向であり、依然として厳しい状況にあります。 

○公有財産の維持補修に係る費用が増加傾向であり、今後施設の老朽化が進むにつれ、費用の増

大が見込まれます。 

 

①歳入決算額 

本町の歳入状況は、平成 22（2010）年度から平成 27（2015）年度にかけて 35～45 億円前後で推移し

ていましたが、平成 28（2016）年度には 51 億円となり、以降平成 30（2018）年度に 46 億円に減少しました

が、50 億円前後で推移しています。 

令和 2 年（2020）年度決算における本町の財政状況では歳入約 54 億円のうち、地方交付税が全体の

39％を占めています。 

 

歳入決算額の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：地方財政状況調査（総務省） 
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H22

年度

H23

年度

H24

年度

H25

年度

H26

年度

H27

年度

H28

年度

H29

年度

H30

年度

R1

年度

R2

年度

人件費 618,931 641,408 693,879 621,552 700,257 686,336 621,181 639,217 618,919 651,392 721,626

扶助費 139,722 143,444 154,633 166,306 194,604 199,684 213,255 203,337 202,988 202,085 207,037

公債費 358,809 351,418 314,938 282,323 328,221 317,654 331,564 339,938 362,434 371,944 423,035

物件費 451,949 441,707 449,715 437,188 554,318 574,092 639,169 635,342 567,811 770,069 681,824

補助費等 618,686 629,582 624,903 850,312 650,150 672,098 683,217 901,830 761,218 797,308 1,088,865

投資的経費 1,307,632 462,076 332,083 433,478 552,791 792,996 1,752,475 1,628,249 1,197,040 1,355,662 992,908

繰出金等 875,273 807,683 826,118 852,291 1,147,984 689,597 745,294 538,266 533,566 802,373 1,056,135

歳出合計 4,371,002 3,477,318 3,396,269 3,643,450 4,128,325 3,932,457 4,986,155 4,886,179 4,243,976 4,950,833 5,171,430
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②歳出決算額 

歳出に関しては、平成 22（2010）年度から平成 27（2015）年度にかけて 34～44 億円前後で推移してい

ましたが、平成 28（2016）年度以降、投資的経費が増加し、平成 30（2018）年度を除いて 50 億円前後で

推移しています。 

歳出の推移は、投資的経費に左右されている部分も大きいことから、公共施設の更新や維持管理に充て

る財源不足が今後懸念されます。 

歳出決算額の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

出典：地方財政状況調査（総務省） 

 

③地方債現在高 

地方債現在高は、平成 27（2015）年度までは約 30 億円から 35 億円程度で微増していましたが、平成

28（2016）年度以降増加しており、令和 2（2020）年度は約 63 億円となっています。 

地方債現在高の推移 

 

 

 

 

 

 

  

※出典：地方財政状況調査 
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④普通建設事業費 

投資的経費のうち公共施設等の整備にかかる財政支出である普通建設事業費は、平成 22（2010）年度

に総合保育所整備事業や学校耐震・大規模改修事業など約 13 億円の投資となっていましたが、平成２３

（2011）年度から平成 27（2015）年度は約３億円から約７億円の投資に減少しました。平成 28（2016）年度

と平成 29 年度には 15 億円を超える投資が続き、平成 30（2018）年度以降では約１０億円前後の投資が

続いています。これら投資的経費が近年増加しているのは、学校給食センター整備事業やアウトドアの里づく

り拠点事業、定住住宅支援整備事業、町営住宅整備事業などを展開したことが主な要因です。 

普通建設事業費の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：地方財政状況調査（総務省） 

 

⑤維持補修費（公有財産の維持補修に係る費用） 

公有財産の維持補修に関する費用に関しては、平成 22（2010）年度から 24（2012）年度にかけては増

加傾向でしたが、平成 25（2013）年度から平成 27（2015）年度は、ほぼ横ばいとなり、平成 28（2016）年度

に減少しました。その後は再び増加に転じましたが、令和元年（2020）年度以降減少し、令和２年度では約

20 百万円となっています。 

維持補修費の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※出典：地方財政状況調査 
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（３）負担金の動向 

○嶺北広域行政事務組合で行っている学校給食センターへの負担金や、本山町立国保嶺北中央

病院ならびに本山町立汗見川へき地診療所の運営のための医療費などがあります。 

○特に医療に関する補助が増加傾向であり、全体負担費用の増加と人口の減少を勘案すると、受

益者一人当たりの費用は、金額以上の増加傾向にあります。 

 

①医療対策 

医療対策の費用に関しては、本山町立国保嶺北中央病院事業特別会計への補助及び本山町立汗見川

へき地診療所事業特別会計への繰出金の合算でみると、平成 28（2016）年度から 5 年間で 43％増加して

います。 

医療対策負担金等の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②消防 

消防の費用に関しては、嶺北広域行政事務組合負担金でみると、平成 26（2014）年まではやや減少傾

向でしたが、近年増加傾向となっています。 

消防（嶺北広域行政事務組合負担金）の推移 

 

 

 

 

 

  

※出典：地方財政状況調査 

※出典：地方財政状況調査 
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③学校給食 

給食の費用に関しては、嶺北広域行政事務組合負担金でみると、平成 27（2015）年度と平成 30（2018）

年度を除いて２千万円前後でほぼ一定で推移しています。 

嶺北広域行政事務組合負担金が増加した主な要因は、平成 27（2015）年度は正職員の配置や給食セ

ンター建替えに伴う用地購入費等であり、平成 30（2018）年度は給食センター建替え工事に伴う工事費負

担が主な理由です。 

学校給食（嶺北広域行政事務組合負担金）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※出典：地方財政状況調査 
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○本町の建物の面積は、約 5 万 7 千㎡、一人当たりの面積は全国平均よりも高めです。 

○他の自治体に比べると、学校施設の割合が低く、産業系施設の割合が高いのが特徴といえます。 

○約 2 割が旧耐震基準時代に建設されたものです。公営住宅と庁舎を含む行政系施設で、老朽化が特

に目立つため、計画的に更新を進めています。 

○県内他自治体と比べると一人当たりの公園の面積が広く、維持管理費も上昇傾向といえます。 

○保育所など、利用者が増えるに従い職員数を増やすことなどで維持管理費がかかる施設もあります。 

（４）公共施設及びインフラの現状 

 

 

 

 

 

 

 

①建物面積の内訳（公共施設） 

固定資産台帳を基にした本町の建物系施設を対象としてまとめました。全体では、総延床面積は、 約

57,741 ㎡、病院と上水道施設を除いた普通会計の延床面積は 48,248 ㎡、これに対する人口一人当たり

延床面積は 14.09 ㎡です。平成 24（2012）年３月に総務省自治財政局財務調査課が公表した『公共施設

およびインフラ資産の将来更新費用の比較分析に関する調査結果』によると、一人当たりの公共施設面積

（普通会計の建築物で病院を除く）は全国平均で 3.22 ㎡、人口 1 万人以下規模の自治体の平均が 10.61

㎡であるのに対して多いという結果になっています。なお、建物全体に占める割合が最も高いのは町営住宅

等で 22.9％、ついで産業系施設 15.8％、医療施設 15.5％、町民文化系施設 11.2％となっています。 

建物面積の内訳 

分類 
計画初版 改訂 

延床面積(㎡) 割合(％) 延床面積(㎡) 割合(％) 

町民文化系施設 6,440 14.9 6,440 11.2 

スポーツ・レクリエーション系施設 3,084 7.2 5,351 9.3 

産業系施設 8,938 20.7 9,132 15.8 

学校教育系施設 3,727 8.6 5,855 10.2 

子育て支援施設 978 2.3 978 1.7 

保健・福祉施設 3,003 7.0 3,003 5.2 

医療施設（特別会計） － － 8,978 15.5 

行政系施設 2,402 5.6 2,138 3.7 

町営住宅等 12,670 29.4 13,248 22.9 

公園 77 0.2 61 0.1 

上水道施設（特別会計） 516 1.2 516 0.9 

その他 1,232 2.9 2,040 3.5 

合計 43,068 100.0 57,741 100.0 

 うち普通会計の建物面積 42,552 98.80 48,248 83.56 
※施設面積の増減要因 

スポーツ・レクリエーション系施設：アウトドアヴィレッジ本山を追加 

産業系施設：ライスセンター増築、本山町産業振興センター（交流広場）面積修正 

学校教育系施設：本山小学校校舎を追加 

医療施設：嶺北中央病院を追加、汗見川（沢ヶ内）へき地診療所を行政系施設から異動 

町営住宅：クラインガルテンもとやまを追加、銀杏ノ木団地の除去と更新住宅整備による面積増減 

公園：帰全山公園便所の改修による面積減 

その他：旧白髪小学校、永田教員住宅、教員住宅、旧公益質屋を追加 
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37,391
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東洋町 奈半利町 安田町 芸西村 本山町 大豊町 土佐町 梼原町

㎡/人㎡

建物面積㎡ 一人当たりの行政財産面積 ㎡

町民文化系施設

6,440㎡

11%

     ・        系施設

5,351㎡

9%

産業系施設

9,132㎡

16%

学校教育系施設

5,855㎡

10%
子育て支援施設

978㎡

2%

保健・福祉施設

3,003㎡

5%

医療施設

8,978㎡

16%

行政系施設

2,138㎡

4%

公営住宅

13,248㎡

23%

公園

61㎡

0%

上水道施設

516㎡

1%

その他

2,040㎡

3%

施設延床面積

57,741㎡

施設分類別 建物面積の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考） 

県内の類似自治体の行政財産（建物）面積で比較を行いました。その結果、本山町の一人当たり面

積は 11.6 ㎡で、安田町（13.0 ㎡）や奈半利町（13.9 ㎡）、隣の大豊町（12.1 ㎡）と比べるとやや低いも

のの芸西村（9.8 ㎡）と比べると高いという結果です。 

 

行政財産面積比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※出典：『令和元年度公共施設状況調経年比較表（総務省）』 （人口は令和 2 年 1 月１日現在） 

  

●人口一人当たりの面積＝14.09 ㎡ 

・普通会計施設延床面積（48,248 ㎡ 令和 2 年度末） 

・総人口（3,425 人 令和 3 年 1 月 1 日現在） 

※下記参考値（一人当たりの行政財産面積 11.6 ㎡）は総務省公表資料から

他自治体と比較するために算出したものであり、本町の固定資産台帳等から

算出した人口一人当たりの建物系床面積と異なる。 
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町民文化系施設 社会教育系施設      ・        系施設 産業系施設

学校教育系施設 子育て支援施設 保健・福祉施設 医療施設

行政系施設 公営住宅 公園 上水道施設

その他

旧耐震基準（S56年度以前）

63棟（31%）1.4万㎡（24%）

新耐震基準（S57年度以降）

139棟（69%）4.4万㎡（76%）

全体

202棟 5.8万㎡

築10年未満

8,643㎡

15.0%

築10年以上20年未満

5,904㎡

10.2%

築20年以上30年未満

20,614㎡

35.7%

築30年以上40年未満

8,474㎡

14.7%

築40年以上50年未満

8,442㎡

14.6%

築50年以上

5,664㎡

9.8%

施設延床面積

57,741㎡

②整備年度別延床面積と耐震化への対応 

年度別の推移状況からは、本町の公共施設の建設は昭和 40 年代後半（1970～74 年）に公営住宅や学

校を中心に集中的に整備をしたことが分かります。その後、平成になってから、町民文化系施設、産業系施

設、町立病院、公営住宅などの整備が続いています。今後これらの施設については老朽化が進むにつれ、

大規模な改修や更新の時期が訪れることが見込まれます。 

また、いわゆる旧耐震基準の昭和 56（1981）年度以前に建てられた建築物が全体の約 2 割（24％）を占

めています。旧耐震基準であっても、中程度の地震（震度５程度）においては倒壊しないとされていますが、

近年頻発する震度６以上の大規模地震への規定が特にないことから、特に多くの住民が集まる公共施設に

おいては、新耐震基準が求めている「建築物の存在期間中に１度は遭遇することを考慮すべき極めて稀に発

生する地震に対して倒壊・崩壊するおそれのないこと」への対応が急務となっており、そのための耐震診断、

耐震補強が求められています。学校などでは既に耐震補強は行われていますが、集会所などまだ行われて

いない施設も多数残っています。 

整備年度別延床面積 
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11,224

8,954 8,730

10,518 10,170
11,554

10,004

14,727

21,899

11,466

18,846

13,203
14,268

20,375

14,369

19,386

14,463

12,682

13,331

5,732

0
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0

5,000
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15,000

20,000

25,000

H23

年度

H24

年度

H25

年度

H26

年度

H27

年度

H28

年度

H29

年度

H30

年度

R1

年度

R2

年度

千円人 プラチナセンター 管理・運営費 プラチナセンター 利用人数

6,835

4,557 4,722 4,523 4,571
5,048 5,254

6,133

7,570

8,771

754

1,249
1,017

1,290
1,475

2,034

1,014

5,035

4,609

1,755

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

H23

年度

H24

年度

H25

年度

H26

年度

H27

年度

H28

年度

H29

年度

H30

年度

R1

年度

R2

年度

千円人 大原富枝文学館 管理・運営費 大原富枝文学館 利用人数

③主な施設の利用状況 

プラチナセンターの利用状況及び管理・運営費の推移は、次のとおりです。利用人数は年によって上下し

ていますが、概ね１万６千人で推移しています。なお、令和 2（2020）年度は、新型コロナ感染症対策の影響

で大幅に減少しました。一方、管理・運営費は約 10,000 千円前後で推移しています。 

プラチナセンターの利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大原富枝文学館の利用状況及び管理・運営費の推移は、次のとおりです。利用は平成 22（2010）年度以

降増加傾向にあり、平成 30（2018）年度と令和元（2019）年度には、高知県事業「幕末維新博」の会場とし

て指定され、企画展が開催された関係で大幅に増加しました。一方、令和 2（2020）年度は、新型コロナ感

染症対策の影響で減少し 1,755 人となっています。 

管理・運営費は平成 27（2015）年度までは 4,500 千円前後で推移していましたが、近年は増加しており、

令和 2（2020）年度で 8,771 千円になっています。 

大原富枝文学館の利用状況 
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8,375

9,775

14,045

11,523
10,739

10,241

14,821

6,292

8,913 8,989 8,863
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H30

年度

R1

年度

R2

年度

千円

1,281 1,310

2,556
2,126 2,037

2,572
2,367 2,220

2,797 2,950

1,074

991 983

1,163

1,317

1,143
1,175

857 842 843

0
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2,000

3,000

4,000

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

H23

年度

H24

年度

H25

年度

H26

年度

H27

年度

H28

年度

H29

年度

H30
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R1

年度
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年度

千円人 吉野クライミングセンター 管理・運営費 吉野クライミングセンター 利用人数

吉野クライミングセンターは、クライミング人気なども相まって、平成 27（2015）年度まで利用者が増加傾

向でしたが、近年利用者が減少しており、令和 2（2020）年度では 843 人となっています。 

管理・運営費は、平成 25（2015）年度以降、2,500 千円前後で推移し、近年増加傾向にあり、令和 2

（2020）年度では 2,950 千円となっています。 

 

吉野クライミングセンターの利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町の決算報告での公営住宅管理費は、年ごとに維持管理の内容が異なるため、単純な比較はできません

が、平成 24（2012）年度以降減少傾向であり、近年は 8,900 千円前後で推移しています。 

公営住宅管理費の状況 
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千円

公園管理費は平成 22（2010）年度から平成 27（2015）年度にかけて増加傾向でしたが近年は減少して

おり、令和 2（2020）年度では 4,993 千円になっています。 

公園管理費の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町民一人当たりの公園面積は、同規模の周辺自治体と比べても広いことがわかります。 

 

人口一人当たりの公園面積 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※出典：高知県市町村便覧 （令和 3 年度版） 
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千円人 保育所 管理・運営費 保育所 入所者数

保育所の入所者数は 100 人前後で推移していますが、近年減少傾向にあり、令和 2（2020）年度では 94

人となっています。 

一方、保育所の管理・運営費は、人件費の増加などが原因で平成２2（2010）年度以降、増加傾向であり、

令和 2（2020）年度では 61,770 千円となっています。 

保育所入所者数及び管理・運営費の推移 
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④インフラ系 

道路・橋梁・簡易水道の状況は次のとおりです。 

●道路 

道路の分類別面積及び延長（令和 3 年 3 月現在） 

 分類 件数 道路部面積（㎡） 実延長（ｍ） 

 第１級町道 5 57,545.73 7,466.40 

 第２級町道 9 148,129.18 24,361.70 

 その他 185 488,108.87 89,931.48 

 農道 100 90,006.70 47,715.00 

 林道 11 82,359.68 25,749.90 

 合計 310 866,150.16 195,224.48 

 

●橋梁 

橋梁の分類別面積及び延長（令和 3 年 3 月現在） 

分類 件数 橋梁面積（㎡） 実延長（ｍ） 

ＰＣ橋  1,965.29 449.2 

ＲＣ橋  980.15 266.7 

鋼橋  2222.36 474.8 

石橋  7.46 2.4 

合計 74 5175.26 1193.1 

※ＰＣとは「プレストレスト（Prestressed）コンクリート(Concrete)」の略。緊張材によってプレストレス（荷重によってコンクリートに生ずる引張
応力を打ち消す目的で、あらかじめ計画的にコンクリートに与える圧縮応力）を与えられたコンクリートを使った橋をＰＣ橋という。 

※ＲＣとは「リインフォースドコンクリート(Reinforced-Concrete)」の略。鉄骨材で補強されたコンクリートを使った橋をＲＣ橋という。 

 

●簡易水道 

上水道の管径別延長（令和 3 年 3 月現在） 

 導水管（ｍ） 送水管（ｍ） 配水管（ｍ） 

総延長 1,194 11,159 48,578 
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H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

未償却資産累計額（千円） 14,518,999 15,895,381 16,302,600 16,671,769 14,967,580

減価償却累計額（千円） 14,712,811 15,323,169 15,560,363 16,210,537 15,980,102

償却資産（千円） 29,231,810 31,218,550 31,862,963 32,882,305 30,947,682

有形固定資産減価償却率（%) 50.33% 49.08% 48.84% 49.30% 51.64%

14,713 15,323 15,560 16,211 15,980

14,519
15,895 16,303

16,672
14,968

29,232
31,219 31,863 32,882

30,948

50.33% 49.08% 48.84% 49.30%
51.64%
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80%
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15,000

20,000

25,000

30,000

35,000
百万円

（５）有形固定資産減価償却率の推移 

本町では、平成 28（2016）年度決算から作成手法を「統一的な基準」に移行して財務書類を作成してい

ます。この財務書類の有形固定資産明細から算出した「有形固定資産減価償却率」の推移を示します。 

有形固定資産減価償却率は、有形固定資産のうち、償却資産の取得価格に対する減価償却累計額の

割合を計算することにより、耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているのかを全体として把握す

ることができるものです。 

全体の有形固定資産減価償却率は平成 28（2016）年度から、更新住宅の整備やアウトドアヴィレッジ

MOTOYAMA の整備などに伴いやや減少しましたが、令和 2（2020）年度には 51.64％に増加しています。 

全体として法定耐用年数の半分以上を経過していると考えられ、今後、年々その比率が増加していくと見

込まれます。 

 

有形固定資産減価償却率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：財務書類（附属明細書 有形固定資産の明細）から計算 

計算式：有形固定資産減価償却率＝減価償却累計額÷（償却資産の貸借対照表計上額+減価償却累計額） 
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社人研推計

本山町地方人口ビジョン目標人口 独自推計

２．人口や施設の維持管理コストの将来推計 

（１）人口の推計 

「第 7 次本山町振興計画」における目標人口は、平成 27（2015）年度に策定した「本山町地方人口ビジョ

ン」及び令和元（2019）年度に策定した「本山町ひと・しごと・まち創生総合戦略」に基づく施策を推進すること

に加え、「第 7 次本山町振興計画」に示した方針に従い、住みよいまちづくりを目指すとともに、人口減少の緩

和を図り、町の活力の維持に全力で取組むことで令和 11（2029）年度における目標人口を 3，000 人として

います。 

「本山町地方人口ビジョン」における将来人口推計では、国立社会保障・人口問題研究所（以下「社人研」

とする）の推計をもとに、中長期の視点として、合計特殊出生率を上げ子どもの出生数を増やすこと、より短期

的な人口増加策として、移住・定住施策を強化すると共に、町外への転出を減らすことで社会減の幅を食い

止めるというポイントで、町独自の将来人口の推計ならびに目標人口の設定を行っています。 

人口ビジョンにおける本町の目標人口は令和 22（2040）年で 2,900 人(社人研 推計比＋13.6％)、令和

42（2060）年は 2,600 人(社人研 推計比＋46.8％)ですが、推計の基準である平成 22（2010）年の人口

4,103 人と比べると、令和 22（2040）年は 29.3％の減少、令和 42（2060）年は 36.6％の減少となり、人口

の大幅な減少は避けられない推計となっています。 

各推計結果の総人口比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成 22 年 

実績 

平成 27 年 

実績 

令和 2 年 

実績 
令和 7 年 令和 11 年 令和 12 年 

振興計画目標人口     3,000  

社人研推計 4,103 3,572 3,261 3,279  3,108 

目標人口設定のため

の町の独自推計 
4.103 3,573 3,261 3,387  3,193 

 令和 17 年 令和 22 年 令和 27 年 令和 32 年 令和 37 年 平成 42 年 

社人研推計 2,776 2,552 2,336 2,135 1,949 1,771 

目標人口設定のため

の町の独自推計 

3,033 2,897 

目標値 2,900 

2,786 2,709 2,657 2,626 

目標値 2,600 

※平成 22 年の実績人口 4,103 人は社人研推計の基準とした人数 
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（２）施設の維持管理コストの推計 

①更新費用の策定根拠 

活力と魅力ある地域づくりを推進するために設立された一般財団法人地域総合整備財団（ふるさと財団）

が作成した『公共施設等更新費用試算ソフト』（以下試算ソフト）を用いて、将来の更新費用の見通しを試算し

ました。本ソフトは、公共施設マネジメントの第一歩として活用できるよう、無償配布されています。全国で、高

度経済成長期に整備された公共施設等の改修や補修が、今後 30 年程度で特に集中することが予想される

ことから、今回 40 年という期間が設定されており、本町もそれを活用し更新に係る経費を推計します。 

 

《公共施設（建築物）の試算条件》 

・試算期間は 40 年間で設定 

・耐用年数の設定：目標耐用年数を 60 年とする（日本建築学会『建築物の耐久計画に関する考え方』より） 

・更新年数の設定 

建設時より 30 年後に大規模改修を行い、60 年間使用して同床面積で建替えと仮定する。 

現時点で建設時より 31 年～50 年未満の施設は、今後 10 年間で均等に大規模改修を行うと仮定する。 

現時点で建設時より 50 年以上を経過しているものは、建替えの時期が近いので、大規模改修は行わない

と仮定する。 

《更新費用の算定》 

更新費用は床面積に単価を乗じて算出。単価は、先行して試算に取組んでいる地方自治体の調査実績

や設定単価等をもとに総務省が設定した以下設定単価をもとに計算する。 

 

 建替え 大規模改修 

町民文化系・社会教育系・行政系施設等 40 万円／㎡ 25 万円／㎡ 

スポーツ・レクリエーション系施設等 36 万円／㎡ 20 万円／㎡ 

学校教育系、子育て系施設等 33 万円／㎡ 17 万円／㎡ 

公営住宅 28 万円／㎡ 17 万円／㎡ 

 

 算定根拠 更新単価 

道路 

国土交通白書に示された舗装耐用年
数 10 年、一般的な供用耐用年数 12
～20 年より、15 年に 1 度全面的に舗
装の打ち替えを行うものとして算出。 

一般道路：4,700 円／㎡ 
自転車歩行者道：2,700 円／㎡ 

橋梁 
法的耐用年数より、構築年度から 60
年で全面更新するものとして算出。 

PC 橋、ＲＣ橋、石橋、木橋：425 千円／㎡ 
鋼橋：500 千円／㎡ 

（構造不明の場合は、448 千円／㎡） 

上水道系 
法的耐用年数より、構築年度から 40
年で全面更新するものとして算出。 

９千円／m～ 

※道路は、舗装率を考慮しているほか、町独自の単価で算出しているものもある。 
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②更新費用の試算（全ての施設を維持更新する場合） 

●公共施設の更新費 
計画対象の公共施設等を全て保有し続けた場合、必要な建物更新費を試算しました。 

令和 4（2022）年度以降 40 年間の更新費総額は約 272.5 億円、年平均で約 6.8 億円となります。 

令和 13（2031）年度までは、築 31 年以上の公共施設の大規模改修を見込む試算に、さらに令和 33

（2051）年度～令和 43（2061）年度を中心とした時期は、既存施設の建替えを見込んだ数値となっていま

す。 

過去 5 年間（平成 28（2016）年度～令和 2（2020）年度）の平均経費（普通建設事業費と維持修繕費の

合計 12.9 億円）と比較する今後の年平均更新費は約 0.5 倍の見込みです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●道路更新費 
今のまま全ての道路を維持した場合の必要コストを試算しました。総面積で試算し、舗装状況を考慮したと

ころ、年間で 2.7 億円、40 年間で 108.6 億円かかることが見込まれます。 

●橋梁更新費 
今のまま全ての橋梁を維持した場合の必要コストを試算しました。総面積で試算したところ、年間で 0.4 億

円、40 年間で 15.5 億円かかることが見込まれます。 

●簡易水道更新費 
今のまま全ての上水道を維持した場合の必要コストを試算しました。総延長で試算したところ、年間で 1.5

億円、40 年間で 59.5 億円かかることが見込まれます。  
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万㎡（億円）
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9.3億円/年 4.5億円/年 4.5億円/年 9.0億円/年

対象建物
202棟

5.8万㎡

過去の平均経費

12.9億円/年

40年間の総額

272.5億円

40年間の平均

6.8億円/年

0.5倍

10年間 10年間 10年間 10年間

建替え 大規模改修

今後の維持・更新コスト
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③町全体の更新費用の推計（全ての施設を維持更新する場合） 

●公共施設等（ハコモノ＋インフラ）の更新費 
このまま公共施設等（ハコモノ＋インフラ）を全て保有し続けた場合の必要コストを試算しました。 

今後 40 年間の更新費用総額は約 456.0 億円、年平均で 11.4 億円となり、過去数年間の投資的経費の

平均（12.9 億円）と比較すると約 0.9 倍になります。 

ここ数年間の投資的経費は平均 12.9 億円で推移しています。また過去 10 年間の平均では 9.5 億円とな

ります。近年、投資的経費が増加しているのは、平成 22（2010）年度以降、総合保育所整備事業や学校耐

震・大規模改修事業、学校給食センター整備事業、アウトドアの里づくり拠点事業、定住住宅支援整備事業、

改良住宅更新事業などを展開したことが主な要因です。 

この試算では、今後も過去投資額と同程度を確保していくことが必要になることを示しています。 
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床面積

万㎡（億円）

（年度）

13.9億円/年 9.0億円/年 9.1億円/年 13.6億円/年

対象建物

202棟

5.8万㎡

過去の平均投資額

12.9億円/年

40年間の総額

456.0億円

40年間の平均

11.4億円/年

0.9倍

10年間 10年間 10年間 10年間

公共建築物建替え 公共建築物大規模改修 道路整備 橋りょう整備 簡易水道整備

今後の維持・更新コスト
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④更新費用の試算（個別施設計画等を考慮した場合） 

●公共施設の更新費 
計画対象の公共施設等について、これまでに策定した個別施設計画おいて長寿命化改修を行うことで使

用年数を 60 年又は 80 年に延ばすことや、廃止となった施設について建替えしないなどを考慮して今後 40

年間の更新費用総額を試算しました。 

令和 4（2022）年度以降 40 年間の更新費総額は約 251.0 億円、年平均で約 6.3 億円となる見込みで

す。 

計画対象施設を全て維持する場合に比較して、40 年間総額で約 21.5 億円、年平均で約 0.5 億円の縮

減が期待できる見込みです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●道路更新費 
道路の更新費用については、②に示したとおり、年間 2.7 億円、40 年間で 108.6 億円とします。 

●橋梁更新費 
橋梁更新費用については、平成 29 年度に策定した「本山町橋梁長寿命化修繕計画」に示されている今

後 50 年間の維持管理事業費（2,275,043 千円）とし、年間で 0.5 億円、40 年間で 18.2 億円とします。 

●簡易水道更新費 
簡易水道の更新費用については、②に示したとおり、年間で 1.5 億円、40 年間で 59.5 億円とします。 
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（年度）

8.5億円/年 3.2億円/年 3.4億円/年 10.0億円/年

対象建物
202棟

5.8万㎡

過去の平均経費

12.9億円/年

40年間の総額
251.0億円

40年間の平均

6.3億円/年

0.5倍

10年間 10年間 10年間 10年間

建替え 長寿命化改修費 解体 縮減費

今後の維持・更新コスト
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⑤町全体の更新費用の推計（個別施設計画等を考慮した場合） 

●公共施設等（ハコモノ＋インフラ）の更新費 
計画対象の公共施設等について、これまでに策定した個別施設計画等を考慮して今後 40 年間の更新費

用総額を試算すると、更新費用総額は約 437.2 億円、年平均で 10.9 億円となり、過去数年間の投資的経

費の平均（12.9 億円）と比較すると約 0.8 倍になります。 

また、計画対象施設を全て維持する場合に比較して、40 年間総額で約 18.8 億円、年平均で約 0.5 億円

の縮減が期待できる見込みです。 

一方、ここ数年間の投資的経費は、学校給食センター整備事業、アウトドアの里づくり拠点事業、定住住宅

支援整備事業などを展開したことが主な要因で投資的経費の増加が続いており、さらに、令和４（2022）年

度竣工予定で新庁舎の整備も進められているところです。 

この試算では、今後も過去投資額と同程度を確保していくことが必要になることを示しています。しかしなが

ら、人口ビジョンで示されているとおり、人口減少は避けられない状況にあり、それに伴う税収減など厳しい財

政状況を考えると近年の投資額を今後も確保していくことは難しい状況にあると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

0

5

10

15

20

25

R
4

R
5

R
6

R
7

R
8

R
9

R
1
0

R
1
1

R
1
2

R
1
3

R
1
4

R
1
5

R
1
6

R
1
7

R
1
8

R
1
9

R
2
0

R
2
1

R
2
2

R
2
3

R
2
4

R
2
5

R
2
6

R
2
7

R
2
8

R
2
9

R
3
0

R
3
1

R
3
2

R
3
3

R
3
4

R
3
5

R
3
6

R
3
7

R
3
8

R
3
9

R
4
0

R
4
1

R
4
2

R
4
3

床面積

万㎡（億円）

（年度）

13.2億円/年 7.9億円/年 8.0億円/年 14.6億円/年

対象建物

202棟

5.8万㎡

過去の平均投資額

12.9億円/年

40年間の総額

437.2億円

40年間の平均

10.9億円/年

0.8倍

10年間 10年間 10年間 10年間

公共建築物建替え 公共建築物長寿命化改修 道路整備 橋りょう整備 簡易水道整備

今後の維持・更新コスト
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第３章 現状や課題に関する基本認識 

１．現状分析と将来展望を踏まえた課題の整理 

ここまで見てきた状況から、公共施設等の維持管理の視点における本町の状況を整理すると、次のとおり

となります。 

 

▶人口減少×維持コスト増加への対応 

少子化・超高齢化による人口構造の歪みは、地域社会の活力低下を引き起こし、結果として町の持続性

を根本から揺るがす可能性を持ち得ています。中でも深刻なのは、いわゆる現役世代（15 歳～64 歳の生産

年齢人口）が一貫して減少していくことです。社会の中核を担うこの層の減少は、社会活力の維持や町を支

える労働力の確保という点で、非常に大きな課題となります。  

一般的に、65 歳以上人口の割合が総人口の 21％を超えると、「超高齢社会」といわれていますが、本町

の場合、令和 2（2020）年度において 47.8％になっており、すでにその状態を大幅に超過しているのみならず、

人口ビジョンの推計では、将来一人の現役世代が一人のお年寄りを支えるという状況になることが予想されて

います。 

 

本山町における高齢者一人当たりに対する生産年齢人口（イメージ図） 

          《昭和 60 年》                          《令和 42（2060）年》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また管理運営コストが同じとしても人口が減少するということは、インフラの場合は住民一人当たりの、特定

の利用者のいるサービス施設の場合は、受益者一人当たりの維持管理コストが増える、ということを意味しま

す。この状況に対応していくには、施設のあり方を根本から見直す必要があります。その場合の見直しのポイ

ントとして、機能的な面での複合化や集約化という観点が求められています。また、現在でも広域行政事務組

合で行われている事業もありますが、それ以外にも広域で施設を活用したり、周辺自治体の利用者を増やす

といった試みが可能な事業はないか、検討する状況にあるといえます。  

【3.1 人】 【1.0 人】 
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▶嶺北の中心地としての将来のまちづくり構想との関連性 

本町はかつて本山簡易裁判所を有していたほか、今でも嶺北４町村を診療圏とする一般病床をもつ公立

病院や、全国でも珍しい同居連携型中高一貫教育に取組む中学高校を有するなど、嶺北地域の中心として

の役割を担っており、広域的な視点での施設整備も求められています。 

中期的な視点では、人口減少を食い止め、まちに仕事をつくり、移住を促し、その後も住み続けてもらうた

めの施策を取りまとめた「第 2 期本山町ひと・しごと・まち創生総合戦略」を策定し、現在はその政策目標の実

現に向けた、各種施策・事業の実施を行っています。 

その中では、集落の活力づくりとまちの拠点機能の充実で持続可能な地域をつくるため、まちの拠点施設

における生活支援機能の充実や、集落拠点とまちの拠点機能の連携を進め、持続可能な地域づくりのため

の基礎をつくるとしています。また、移住・定住希望者の希望をかなえる住宅の整備と確保を進め、人口減少

に歯止めをかけるとしています。さらに、交流人口拡大の推進と観光強化を図るため、「アウトドアヴィレッジ本

山」を総合的なアウトドア拠点として位置づけ、高知県や近隣町村との広域連携で、豊富な自然資源を活用

したアウトドア体験づくりによる交流人口の拡大を進めるとともに、町内の交流事業等と連携しながら地域の経

済活動の活性化を図るとしています。 

このような点を考慮しながら、長期的視点で、持続可能なまちづくりを進めていくため、人口や行政サービス

に見合った事務運営と効率化、周辺地域との広域連携の推進などが課題です。 

 

▶老朽化が進行している町内施設に対する対応 

本町の公共施設の多くはいわゆる高度成長期である 1970 年代に建設されたものであり、現在の耐震基

準を満たしていないものが多数含まれています。現庁舎については、災害対策本部設置に必要な耐震基準

に対応しておらず、別の場所に本部を設置する必要がある状況です。このため、令和 4（2022）年度の完成

を目指して新庁舎を整備しています。 

同様に大原富枝文学館なども老朽化が進行しており、現状のまま使い続けることには限界があり、施設の

建替えを含めた検討が喫緊の課題です。 

また、町営住宅についても同様です。計画に沿って順次建替えや除却を進めていますが、老朽化に伴う劣

化、現在の一般的な居住水準を満たしていない住宅がある、バリアフリー対策がなされてないという点などが、

安全性や機能維持に関する問題点として指摘されており、令和 2（2020）年度に策定した「本山町公営住宅

等長寿命化計画」に基づき、修繕・改善及び建替えにかかる事業を進めていく必要があります。 

 

▶個別施設の検討にあたっては歴史的・地理的状況の尊重が必要 

地区毎に設置されている集会施設等は、それぞれに管理を任せ主体的に運営がされています。これらの

施設は地域住民のコミュニケーションの場としては欠かすことができないものであるため、単に利用者数や利

用率などで、その必要性を判断することは難しい施設です。また、教育施設についても、これまでに保育所１

施設、小学校２施設、中学校１施設（中高連携校）にまで集約されており、これ以上の集約は難しく、令和元

（2019）年度に策定した「学校施設等長寿命化計画」に基づき適正に維持管理していく必要があります。  
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第４章 公共施設等の総合的かつ計画的な管理

に関する基本的な方針 

１．基本理念の設定 

（１）公共施設管理の基本理念 

町が管理運営する公共施設等の課題に対しては、安全・安心に利用でき、次世代が維持可能なものとす

るために、行政だけでなく住民一人ひとりが理解して取組んで行くことが重要です。 

そこで公共施設等の総合的な管理にあたっては、以下の基本理念で取組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

  

住民が安心して快適に暮らし続けられる、 

持続可能な『天空の郷』を目指す 
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２．全体目標の設定 

建設系施設とインフラ系施設に大別した上で、マネジメントを推進するにあたっての基本目標を設定します。 

 

（１）施設・建物系の目標設定 

①施設総量（総床面積）について 

将来の人口動向や財政動向を踏まえ、新規の公共施設（建物）は供給量を適正化することとします。公共

施設の統合や廃止、規模縮小について継続的に検討・実行を進めることにより、保有する公共施設の全体

面積については、今後 10 年間で平成 28（2016）年度時点の床面積に対して５％（2,153 ㎡）削減すること

を目標とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②新規整備や施設の更新・建替え・集約化について 

単独施設での新規整備は、慎重に検討することとします。なお、嶺北地域の拠点として位置づけられてい

る本町の特性から、地域全体の活性化ならびに住民や企業等に必要と判断される施設については、費用対

効果や地域経済の活性化を考慮した上で、決定することとします。 

既存施設を改築、改修する場合についても、施設の統廃合、複合化、多機能化を基本とすることで、町と

しての施設の管理運営費の縮減を図ります。また、利用者が特定団体などに固定化している施設については、

譲渡等についてもその可能性を検討します。 

 

  

平成 28（2016）年度 

建物総延床面積 

43,068 ㎡ 

当初削減目標 

５％（2,153 ㎡） 

令和 2（2020）年度 

建物総延床面積 

57,741 ㎡ 

当初計画時点から 嶺北

中央病院等を追加計上

しているため面積が増加 

今後１０年間の削減目標

を 当 初 削 減 目 標 の

（2,153 ㎡）とする。 

令和 13（2031）年度 

建物総延床面積 

（目標） 

55,588 ㎡ 

令和 2（2020）年度か

ら 2,153 ㎡削減する。 

 

 

今後 

10 年間 

当初計画策定時 計画改訂時 計画期間末 

5 年間 
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③施設の維持ならびに管理運営コストについて 

これまで以上に予防保全型の維持管理・修繕を念頭に置き、中長期で機能を維持させつつ、改修・更新

コスト及び管理運営コストの縮減に取組みます。管理運営体制については、地域住民や団体による協力など

民間のさらなる活用を、また指定管理者制度の導入についても、メリット・デメリット等を把握した上で検討しま

す。利用率が低い施設や、老朽化して実質的に遊休化している施設については、その機能を移転した上で、

除却または売却、貸付等を検討します。その際には、例えば、移住者並びに町外企業の経営ノウハウの導入

等による多様な管理運営手法を活用した施設のあり方の検討、地域おこし協力隊などの提案を取り入れた

活用が可能となる受け皿づくりなどについてもあわせて検討します。 

 

（２）インフラ系の目標設定 

インフラ系施設は、日常生活や社会経済活動に欠かすことのできない社会基盤であり、公共建築物と比較

し総量を縮減することが現実的には困難であることから、計画的な改修を行うことで安全性の確保と長寿命

化を図り、サービスの維持とライフサイクルコストの縮減に取り組みます。 

生活に直結した町道の改良・整備については、各種補助事業等を導入し整備を図り、地域との協働により

安全な道路・機能確保のために、維持管理に努めます。また、町道・林道等、災害に強い道路・安全な道路

の整備を図ります。 

橋りょうについては既に策定している長寿命化計画や点検結果等に従い、維持管理、修繕、更新等を進め

ていきます。 

簡易水道事業については、財務状況の明確化及び透明性の向上を図り、経営の効率化と健全化を推進

するため、令和 6（2024）年度から会計方式を「公営企業会計方式」に移行し、地方公営企業法を適用して、

経営戦略に基づき事業運営にあたります。 
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３．基本目標の設定 

（１）点検・診断等の実施方針 

日常点検と定期点検・臨時点検などを必要に応じて実施し、点検履歴を記録し、施設の老朽化対策に活

用します。施設の安全性、耐久性、不具合性、適法性を中心に診断を実施します。また、施設の長寿命化を

図るために、快適性や環境負荷の影響等についても評価を実施します。 

 

（２）維持管理・修繕・更新等の実施方針 

①維持管理・修繕の実施方針 

施設を使用するには、設備機器の運転や清掃、警備保安が必要です。その中でも機器の運転は、日常の

点検、注油、消耗品の交換、調整が欠かせません。修繕や小規模改修に対しては、公共団体が役割の分担

を決めて速やかな対応ができる体制を維持します。建物の環境を常に衛生的な状態に維持するため、清掃

をこまめに行い快適性を高めます。また廃棄物の軽減に向けた工夫を行います。維持管理及び修繕内容を

管理し、計画的・効率的に行うことによって、費用を平準化しトータルコストの縮減を目指します。 

 

②更新・改修の実施方針 

計画的な保全では、不具合が発生する度に対応する事後保全ではなく、長期的な実行計画を策定し、施

設の更新・改修を実施していくことが重要です。 

建物を更新することなく長期間有効的に活用するためには、建築の基本性能を、現在の利用目的に合致

した最適な状態に維持させることが必要です。そのためにも、内装や設備に関しては計画的に保全します。 

 

維持可能な管理水準の設定イメージ 
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（３）安全確保の実施方針 

公共施設における安全確保は、利用者の安全を確保するだけでなく、資産や情報の保全もその目的の一

つです。また万一の災害に遭遇したときには、被害を最小限にとどめ、速やかに復旧する体制を平時から整

えるための備えも求められています。施設の安全性及び耐用性の観点から、敷地安全性、建物安全性、火

災安全性、生活環境安全性に係る安全確保に努めます。 

インフラにおいては、施設の自然災害及び経年劣化による構造躯体、仕上材及び付帯設備の重大な不具

合あるいは崩壊・崩落に対する安全性の確保が求められています。危険性が認められた施設については、安

全性評価の内容に沿って、安全確保のための改修を実施します。 

 

（４）耐震化の実施方針 

本町では、町の既存建築物についても順次耐震診断を行っています。耐震改修と耐震補強の状況及び

主要な建築物の耐震改修対象建築物について、必要に応じ順次耐震補強工事等を実施しており、特に利

用率や効用等の高い施設については、重点的に対応しています。 

町有建築物は、平常時における町民利用の安全性はもとより、災害時の拠点施設としての機能保持の観

点からも耐震性の確保が強く求められているため、今後も保全状態や将来的な利用方針を検討した上で、

耐震改修に必要な整備計画を検討し、計画的・効率的な耐震化を進めます。 

 

（５）長寿命化の実施方針 

一般的に建設から 40 年くらいまでは、小規模な改修工事や点検・保守・修繕を定期的に行うことによって、

性能・機能を初期性能あるいは許容できるレベル以上に保つことができますが、40 年程度を経過すると、点

検・保守による修繕・小規模改修工事では性能・機能が許容できるレベルを維持できなくなり、大規模改修

工事が必要となります。また、要求性能レベルは時間が経つにつれてその後建てられた新築建造物と比較さ

れることにより上昇します。すなわち、要求性能レベルのプラスの変化を視野に入れた改修工事が望まれま

す。建替え周期は大規模改修工事を経て 60 年としますが、その時点で診断を行い、更に使用が可能であれ

ば長寿命改修工事を行って 80 年まで長期使用し、コストを削減することも検討します。 

修繕、改修、建替えのサイクルイメージ 
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改修の目安 

区分 工事内容 改修目安※ 

建物 屋上防水、屋根塗装、外壁塗装、建具、内装 20～30 年 

電気 照明器具、受変電設備、幹線、配線器具 15 年 

空調 空調機器、ダクト、配管類 13～15 年 

給排水 機器類（ポンプ等）、受水槽、衛生器具 15 年 

昇降機設備 制御盤、昇降レールなど 15～17 年 

※改修目安は、国税庁の定める法定耐用年数です。 

 

（6）統廃合や廃止の推進方針 

必要な機能を確保しつつ更新前と同等以下の施設規模とすることを基本とし、複合化等による総量削減

を進めます。新たな施設を建設する場合は、機能強化を前提とし、本町の拠点として備えるべき機能や設備、

望ましい設置場所といった多面的な観点から検討します。このほか、近隣の施設との連携による施設の共用

化や、民間施設の活用による建替えに頼らない代替サービス提供の可能性を含め、幅広く検討する環境を

整備します。 

 

（7）保有する財産（未利用資産等）の活用や処分に関する基本方針 

現在使用していない、もしくは将来の使用予定が確定していない資産については、売却処分等による積極

的な有効活用を検討するほか、施設機能を維持したままでの民間や地区への移譲についても協議を進めま

す。 
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具体的な手法のイメージ 

手法 内容 取組イメージ 

（ア）集約化 ニーズや利用状況などを踏まえ、同

一ニーズの複数の施設をより少ない

施設規模や数に集約する。 

 

（イ）複合化 ニーズや利用状況などを踏まえ、余

剰スペースの周辺の異種用途施設を

同居させる。 

 

（ウ）類似機能の

統合 

設置目的は異なるが機能が類似して

いる複数の施設を施設サービス向上

の観点から統合する。 

 

（エ）用途転用 不要となった機能のスペース又は施

設に新たな機能を導入する。 

 

 

 

（8）広域連携・民間活力の利用方針 

公共サービスの提供には、一つの自治体で全ての整備・管理を行うことに留まらず、国や県をはじめ、周辺

自治体との施設相互利用を行うといった広域連携が推奨されています。 

本町においても 3 町 1 村（大豊町・本山町・土佐町・大川村）で構成する嶺北広域行政事務組合におい

て、消防・救急、学校給食、ごみ処理等の事務を行っています。また、平成 30 年 4 月 1 日よりスタートした

「れんけいこうち広域都市圏」による行政事務共同化の取組みについても推進します。 

また、移住定住の促進や観光・交流人口の拡大など、経済活動の活性化等を進めるため、民間活力を活

用した官民連携、地元自治会との連携も進めていきます。 
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（9）ユニバーサルデザイン化の推進方針 

「ユニバーサルデザイン※2020 行動計画」（平成 29 年２月 20 日ユニバーサルデザイン 2020 関係閣僚

会議決定）においてユニバーサルデザインの街づくりの考え方が示されました。 

また、ＳＤＧs※における 17 の目標の中には、「5 ジェンダー平等を実現しよう」「10 人や国の不平等をなくそ

う」などが掲げられており、多様な人が平等で暮らしやすい社会の構築を目指すことが求められています。 

これらの内容を踏まえ、本町においても、今後、維持していく公共施設等の修繕・更新時には、誰もが平等

で快適に利用していただけるようにユニバーサルデザイン化を推進します。 

 

※ユニバーサルデザイン：国籍、老若男女、障害・能力の如何を問わずに誰にとっても利用しやすくデザインするこ

とです。 

※ＳＤＧs：「Sustainable Development Goals」の略称で、2015 年 9 月の国連サミットで採択された「誰ひとり取り残

さない」持続可能で多様性と包摂性のある社会の実現のための 2030 年を年限とする 17 の国際目標とそれら

を達成するための具体的な 169 のターゲットのことです。 
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４．施設類型ごとの管理に関する基本的な方針 

（１）公共施設 

①町民文化系施設 

〔集会施設〕 
施設の現状 方針 

各コミュニティセンター（７箇所） 

各地区集会所（９箇所） 

 

◆集会施設は、地域住民の憩いの場、幅広い世
代が交流できる場として、活用されています。 

また近年、災害時の避難場所として、耐震化やバ
リアフリー化改修が行われています。 

指定管理者制度を導入しており施設の運用は地
域に委任されています。 

【施設の設置（数量）について】 

 地域住民の憩いの場、幅広い世代が交流できる

場として、集会機能のある施設は基本的に現状を維

持します。老朽が進んでいる集会所については改修

や建て直しを検討します。 

 今後更新が必要になる場合には、利用状況に応じ

た他機能施設との複合化等による数量の縮減を検

討します。 

 

 

【施設の管理運営（品質）について】 

 日々の点検・診断・報告や維持管理については、

管理を委託している地域の協力を得ながら、継続的

に行います。ライフサイクルコストの低減を目標に、

維持管理のために必要な修繕ならびに改修を行うこ

とで、長寿命化を目指します。現状を踏まえながら

も、地域集会施設にふさわしい管理のあり方を、今

後検討します。 

〔文化施設・公民館〕 
施設の現状 方針 

本山町プラチナセンター 

中央公民館・吉野公民館 

 

◆プラチナセンターは、文化・芸術の発表や鑑賞
の機会、情報の発信・提供を行っており、年間１万
６千人余が利用しています。教育委員会が管理運
営しています。 

◆中央公民館は、議会事務局室、議場、さくら図
書室として利用されています。施設は総務課が管
理し、議会事務局、教育委員会が運営していま
す。 

◆吉野公民館は、地区集会所及び役場支所とし
て利用しています。総務課が管理運営していま
す。 

【施設の設置（数量）について】 

 文化施設は基本的に現状を維持します。 

 中央公民館の今後については、本庁舎の建替えと

併せて今後の活用を検討します。 

 吉野公民館は、基本的に現状を維持します。 

 

 

【施設の管理運営（品質）について】 

 日々の点検・診断・報告や維持管理については、

今後とも継続的に行います。ライフサイクルコストの低

減を目標に、大規模改修計画を策定し、維持管理

のために必要な修繕ならび長寿命化を目指します。 

 なお、吉野公民館は耐震改修工事が済んでいま

すが中央公民館は未耐震であり検討が必要です。プ

ラチナセンターは個別施設計画において長寿命化の

方針としており、今後も適正に維持管理します。 
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〔文学館〕 
施設の現状 方針 

大原富枝文学館 

 

◆大原富枝文学館は、作家・大原富枝先生を顕
彰する施設として、文学館事業や全国俳句大会
などの文化的事業が行われており、年間 1,500 人
余が来館しています。教育委員会が管理運営して
います。 

【施設の設置（数量）について】 

 大原富枝文学館については、老朽化が進んでお

り、施設のあり方についても検討します。図書・歴史

民俗資料・埋蔵文化財等の整理・展示、図書館機

能の運営方法を再確認しつつ、複合施設（仮）の建

設を含め、広範に可能性を検討します。 

  

 

 

【施設の管理運営（品質）について】 

 日々の点検・診断・報告や維持管理については継

続的に行います。 

 

②スポーツ･レクリエーション系施設 

〔スポーツ系施設〕 
施設の現状 方針 

本山第２町民プール 

本山町吉野クライミングセンター 

本山町カヌー艇庫 

吉野運動公園 

 

◆本山第２町民プールは、社会体育施設として、
夏季のプール開放事業、防火用水として利用して
います。教育委員会が管理運営しています。 

◆吉野クライミングセンターは、社会体育施設とし
て、ボルダリング・クライミングの練習や各種大会に
利用しています。また、一部を放課後子ども教室と
して利用しています。教育委員会が管理運営して
います。 

◆カヌー艇庫は、社会体育施設として、カヌー保
管庫や練習、各種大会に利用しています。教育委
員会及びカヌークラブが管理運営しています。 

◆吉野運動公園は、社会体育施設として、総合
型地域スポーツクラブ等の練習や各種大会に利
用しています。教育委員会が管理運営していま
す。 

【施設の設置（数量）について】 

 スポーツ系施設は基本的に現状を維持します。 

 

 

【施設の管理運営（品質）について】 

 日々の点検・診断・報告や維持管理については継

続的に行います。ライフサイクルコストの低減を目標

に、維持管理のために必要な修繕ならびに改修を行

うことで、長寿命化を目指します。 

 なお、吉野クライミングセンターは個別施設計画に

おいて長寿命化の方針としており、今後も適正に維

持管理します。 
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〔レクリエーション・観光施設〕 
施設の現状 方針 

汗見川ふれあいの郷清流館 

白髪山ふれあいの村休養センター 

アウトドアビレッジ本山 

 

◆平成 16 年に廃校となった旧沢ケ内小学校が
宿泊施設「汗見川ふれあいの郷 清流館」として
改修されました。本施設は、平成 24 年６月から
県内でも先駆的な事例として汗見川地域の集落
活動センターを兼ねています。地域の現状や課
題を踏まえ地域の思いを活動に反映させつつ、
支え合いながら地域でくらしていくための活動の
拠点及び仕組みづくりを進めています。年間 800
名程度の利用があります。 

◆休養センターは、宿泊棟やバンガロー棟、キャ
ンプサイト、便所、浴室、倉庫等があり年間平均
で 370 人ほどの利用があります。管理を委託して
います。 

◆アウトドアヴィレッジ本山は、民間企業との連携
で、中・四国随一の自然を活用したアウトドア活
動の拠点施設として令和元年 6 月に整備しまし
た。本施設を活用し、さらなる観光・交流人口の
拡大を目指しています。 

【施設の設置（数量）について】 

 レクリエーション・観光施設は本町の持つ地理的な条

件及び施設の社会的役割を考慮し、基本的に現状を

維持します。本町の地域資源としての森と水を活かし

た施設の改修や自然体験機能の充実に努めます。 

 

 

【施設の管理運営（品質）について】 

 日々の点検・診断・報告や維持管理については継続

的に行います。ライフサイクルコストの低減を目標に、

維持管理のために必要な修繕ならびに改修を行うこと

で、長寿命化を目指します。 

 なお、汗見川ふれあいの郷清流館は個別施設計画

において長寿命化の方針としており、今後も適正に維

持管理します。 
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③産業系施設 

施設の現状 方針 

畜産系施設 

れいほく畜産ミートセンター 

本山町肉用牛繁殖センター 

林業系施設 

寺家木材市場（とさ本山共販所） 

農業系施設 

本山町種苗センター、本山町ライスセンター 

販売施設 

本山町産直・交流施設「本山さくら市」、地域

食材供給施設、本山町産業振興センター 

共同利用施設 

シェアオフィス「もとやま」（旧東部保育所） 

本山町地域交流ハウス（ログハウス） 

 

 

◆れいほく畜産は株式会社れいほく畜産による

指定管理者制度による管理を行っています。本

山町肉用牛繁殖センターは平成２４年度より本

山町畜産組合による指定管理者制度により管理

運営が行われています。 

 

◆寺家木材市場（とさ本山共販所）では、林業系

施設として本山町森林組合が管理を行っており、

年間２万～３万㎥の原木が選別・販売を行って

います。 

 

◆種苗センター（農業公社事務所）及びライスセ

ンターは、農業系施設として、一般財団法人本

山町農業公社が指定管理者として運営していま

す。 

 

◆本山町直販施設 さくら市は指定管理制度に

よる管理を行っています。観光交流施設として県

内外から多くのお客が訪れます。地域食材供給

施設・本山町産業振興センターは雨漏り修繕中

で、現在業務休止中となっています。 

 

◆共同利用施設としては、シェアオフィスもとやま
及び地域交流ハウスがあります。保育所を改修し
たシェアオフィスは事務室・休憩室からなってい
ます。地域交流ハウスの 1 階は、指定管理者制
度により飲食店として運営され、県内外から多く
の方が訪れています。地下はモンベルアウトドア
体験資材置き場として活用されています。 

【施設の設置（数量）について】 

 産業系施設は産業・観光の拠点として、基本的に現

状を維持します。地域食材供給施設・本山町産業振

興センターは施設改修後、今後の活用について積極

的に検討します。 

 

 

【施設の管理運営（品質）について】 

 日々の点検・診断・報告や維持管理については、指

定管理団体及び利用者の協力を得ながら、継続的に

行います。ライフサイクルコストの低減を目標に、維持

管理のために必要な修繕ならびに改修を行うことで、

長寿命化を目指します。 

 なお、販売施設は個別施設計画において長寿命化

の方針としており、今後も適正に維持管理します。 
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④学校教育系施設 

〔学校〕 
施設の現状 方針 

本山小学校 

吉野小学校 

嶺北中学校 

 

◆学校教育には学校生活の充実により児童生徒
が基礎的能力と豊かな人間性、協調性などを学び
心豊かでたくましい「生きる力」を身につけることが
求められています。 

本 町 の 小 学 校 中 学 校 の 状 況 は 、 令 和 3 年
（2021）年度学校基本調査において、小学校２
校、中学校１校、児童数 130 人、生徒数 53 人で、
学級数は小学校 12 学級（うち特別支援学級 3 学
級）、中学校 6 学級（うち特別支援学級 3 学級）と
なっています。児童・生徒数は昨年度と同数となっ
ていますが、今後は減少傾向にあり、部活動など校
内活動が十分できないなどの教育課題がありま
す。 

◆生徒減少による中山間地域教育の振興策として
連携型の中高一貫教育に取組み、多くの成果もみ
られます。ただし、生徒数の減少は高校の存続にも
影響を及ぼします。本町の重要な教育課題として
連携型の中高一貫教育のいっそうの充実を図る必
要があります。 

◆本山小学校体育館及びグラウンド、吉野小学校
体育館は学校開放事業で夜間、休日は社会体育
で利用しています。 

◆本山小学校体育館１階の一室は放課後子ども
教室として利用しています。 

◆嶺北中学校は、県立施設である嶺北高等学校
に同居しており、クラブ活動では体育館を共用して
います。このため使用出来ない時は、帰全の森体
育館を有料利用しています。 

【施設の設置（数量）について】 

 学校は町域の広さなどを勘案し、基本的に現状を

維持します。 

 

 

【施設の管理運営（品質）について】 

 日々の点検・診断・報告や維持管理については、

各学校の協力を得ながら、継続的に行います。老

朽化した施設については、不具合箇所の診断を優

先的に実施します。施設内の事故防止及び防犯に

対する安全管理体制を構築します。 

 児童生徒の安全確保については、特に重視しま

す。 

 新しい教育環境（タブレットや電子黒板などの情報

端末機器等の活用）に対応した学校教育施設の整

備拡充に努めます。 

 なお、学校施設は個別施設計画において長寿命

化の方針としており、今後も適正に維持管理しま

す。 

嶺北中学校体育館については、不便さもあることか

ら新たに建設する計画を進めます。 
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⑤子育て支援施設 

施設の現状 方針 

本山保育所 

本山小放課後児童クラブ（本山小敷地内） 

 

◆保育所内には「子育て支援センター」も併設
しており、絵本貸出しやベビーマッサージ、遠
足、散歩などを通じて保育所に入所していない
乳幼児や保護者等の交流・憩いの場としても
機能しています。 

◆放課後児童クラブは保護者が仕事等により
昼間家庭にいない小学校に就学している児童
に対し、授業終了後に適切な遊びや生活の場
を与え、児童の健全な育成を図っています。 

【施設の設置（数量）について】 

 本山保育所（子育て支援センターを含む）及び本山小

放課後児童クラブは基本的に現状を維持します。 

 

 

【施設の管理運営（品質）について】 

 日々の点検・診断・報告や維持管理については、各施

設の協力を得ながら、継続的に行います。子育てバリア

フリーの推進をすすめ、ユニバーサルデザインの考え方

に沿った整備ならびに、乳幼児連れの利用者に配慮し

た施設整備を行います。 

 「子ども目線のものづくりの推進（キッズデザインの推

進）」に配慮し、安全かつ安心して育てられるための環

境の整備に努めます。 

 

⑥保健・福祉施設 

施設の現状 方針 

本山町保健福祉センター 

本山町社会福祉会館 

 

◆保健福祉センターは、年間約 200 回の事業
を行っています。施設の維持については、維持
修繕で対応しています。 

◆社会福祉会館は建築されて 34 年を経過し
ようとしています。修繕は適宜行っていますが、
老朽化している設備の交換時期が迫っていま
す。 

【施設の設置（数量）について】 

 建築後 30 年以上経過している施設については、大規

模な設備の更新時期が迫っていることから、今後の方

針について検討を重ねます。 

 さらに、町の総合福祉ゾーン整備事業に沿った施設

の整備を検討しますが、総量（延床面積）については現

状維持を目指します。 

 

 

【施設の管理運営（品質）について】 

 高齢化の状況を踏まえ、保健・福祉サービスの充実を

図りながら、施設の長寿命化にむけ日々の点検・診断・

報告や維持管理について、継続的に行います。老朽化

している施設については、今の使用にあたり不具合箇所

の診断を優先的に実施します。施設利用者の安全及び

障害者の自立支援の視点から施設の管理運営を行い

ます。 
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⑦医療施設 

施設の現状 方針 

本山町立国保嶺北中央病院 

本山町立汗見川へき地診療所 

 

◆嶺北地域で唯一の公立病院である嶺北中
央病院は、平成 11 年に病院本館を竣工し、地
域住民の医療ニーズに応えながら、保健・医
療・福祉を一体化した包括医療を行っていま
す。将来にわたり安定的な病院経営を確立して
いくため策定した「第三次経営健全化計画」を
更に進めていきます。 

 施設の経年劣化に伴い、雨漏り等の被害が
発生していますが、現在、雨漏り等の改修工事
に取組んでおり、地域住民が安心して利用でき
る施設の維持保全を図っています。 

【施設の設置（数量）について】 

 基本的に現状を維持します。 

 

 

【施設の管理運営（品質）について】 

 病院施設は建築後 22 年以上経過しており、各設備

の大規模な交換時期が迫っていることや、今後の地域

の医療需要の変化を注視しながら、医療・介護ニーズ

に適切に対応できる体制を整備します。 

 また、地域の高齢化等の状況を踏まえ、医療サービス

の充実を図りながら、施設の長寿命化に向け、日々の

点検・診断・報告や維持管理について継続的に行い、

住民の命と健康を守る医療機関として安全確保の観点

を重視します。 

 

 

⑧行政系施設 

〔庁舎〕 
施設の現状 方針 

役場庁舎 

 

◆災害発生時に「災害対策本部」となる役場
本庁舎は、築 63 年を経過し、老朽化が著しく、
令和 4（2022）年度の竣工を目指して新庁舎を
整備しています。 

【施設の設置（数量）について】 

 新しい庁舎は、住民を守るための安心・安全な設計で

住民サービスの向上と事務効率を考えた建設を進めま

す。 

 

【施設の管理運営（品質）について】 

 現在の庁舎来訪者ならびに職員の安全を確保するた

め、新庁舎の整備までは必要最小限の維持管理を行

います。新庁舎は防災時の拠点となることを踏まえ、安

全確保の観点を重視します。 

 新庁舎完成後、現在の庁舎は廃止し、活用または解

体に向けての検討に入ります。 
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〔消防施設〕 
施設の現状 方針 

消防団屯所（10 箇所） 

 

◆本山町消防団は、1 消防団 6 分団で構成さ
れており、嶺北消防本部と有機的連携のできる
装備の充実、施設整備、団員確保を図ると同
時に、教育訓練による技術の向上と住民の防
災意識を高め火災予防を振興しています。 

◆各分団には消防団屯所を設置しており、屯
所の管理運営は各分団が行っています。 

【施設の設置（数量）について】 

 消防施設は本町の地理的条件を考慮し、現状を維持

します。ただし、一部老朽化した屯所については、建替

えを行います。 

 

 

【施設の管理運営（品質）について】 

 長寿命化に向けた予防保全的な改善の実施を基本

とします。必要に応じた修繕ならびに改修をもとにした維

持管理を行います。防災時の拠点となることを踏まえ、

安全確保の観点を重視します。 

 

⑨町営住宅等 

施設の現状 方針 

町営住宅（公営住宅・特定公共賃貸住宅・地

域優良賃貸住宅・改良住宅・更新住宅・一般

住宅・定住促進住宅・教員住宅等） 

 

◆建替え及び老朽住宅の個別修繕に加え、建

物を長期間使用するために必要な予防保全の

観点で、令和 2（2021）年度に「本山町公営住

宅等長寿命化計画」を策定し、修繕・改善及び

建替えにかかる事業を推進しています。（更新

住宅整備事業、公営住宅等整備事業） 

 現在、建築年数の古い住宅について、大規

模改修が必要になった場合には、改修せず住

替後に除却するなどの手続きを進めています。 

 また大規模改修を行い、移住促進のための

定住住宅として活用している住宅もあります。 

 

【施設の設置（数量）について】 

 耐用年限を経過し老朽化した団地及び住宅について

順次建替えを進め、居住水準の向上、維持管理の効

率化と入居の適正化を進めます。また、現在住んでい

る方への売却、空家については除去なども進め、総量

の減少に努めます。 

 建替えにあたっては、適正な居住水準の確保に十分

配慮すると共に、誰もが使いやすいユニバーサルデザイ

ンや省エネの視点に立った居住室の構成とします。ま

た、若年層から高齢者まで、ニーズにあった住宅の建

築を推進します。 

 

 

【施設の管理運営（品質）について】 

 長寿命化の視点における維持管理の観点では、対症

療法型の維持管理から、予防保全的な維持管理及び

耐久性の向上等を図る改善を実施することによって、町

営住宅等の長寿命化を図ります。 

 また、仕様のアップグレード等による耐久性の向上や、

予防保全的な維持管理の実践による修繕周期の延長

などによってライフサイクルコストの縮減を図ります。 

 修繕標準周期に先立って定期点検を充実し、建物の

老朽化や劣化による事故等を未然に防ぐと共に、修繕

や改善の効率的な実施につなげます。 

 なお、高齢者向け住宅に関しては、バリアフリー化など

の対応に努めます。 
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⑩その他 

施設の現状 方針 

寄附住宅（鶴田邸） 

東部地区バス待合所 

旧吉野保育所 

旧白髪小学校 

本山町役場書庫（旧産業経済課庁舎・旧国交

省事務所） 

教員住宅 

旧公益質屋 

 

◆旧産業経済課庁舎は役場書庫として利用さ

れています。東部地区バス待合所は借地です

が待合所については町が設置した建物として管

理しています。 

【施設の設置（数量）について】 

 現在使用していない施設については、跡地活用も含

めて検討します。今後活用の見込みがない施設につい

ては、解体もしくは売却を検討します。 

 

 

【施設の管理運営（品質）について】 

 利用中の施設については、必要に応じた修繕ならびに

改修をもとにした維持管理を行います。未利用施設に

ついても建物の維持に関しては安全性や防犯対策を行

うことで、事故のないように努めます。 

 さらに、今後活用の見込みがない施設については、基

本的には除却もしくは売却を検討します。 
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（２）インフラ系施設 

建設後、長期を経過している道路・橋梁・簡易水道等は老朽化が進行し、更新及び長寿命化の対策が必

要となっています。今後は、地域との連携による道路の維持管理、災害に強い道路の整備が課題となってい

ます。 

 

①道路（町道・農道・林道） 

現状 

『第７次本山町振興計画』『本山町過疎地域持続的発展計画』に基づき、生活に直結した町道や地域

産業に寄与する農道・林道の整備を行ってきました。 

現在は定期的な路面補修や道路構造物・付属物等の更新等を行い道路構造物の保全に努めていま

す。 

維持管理に関する基本方針 

【設置（数量）について】 

『本山町過疎地域持続的発展計画』との整合性を勘案しつつ、交通需要や将来予測、住民生活の利

便性向上に資する必要な町道や地域産業の発展に寄与する必要な農道・林道の整備を進めます。 

 

 

【管理運営（品質）について】 

通常のパトロ－ル時の目視点検や道路利用者または沿道住民からの情報により、舗装や道路構造物・

付属物の破損状況等を把握し、路線ごとの優先順位を勘案した補修、補強等の対策を実施し施設の長

寿命化を図ります。 

 

 

【コストについて】 

ライフサイクルコストの縮減、施設管理の容易さ、経済性を考慮した適切な道路整備・維持管理を行い

ます。 
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②橋梁 

現状 

『第７次本山町振興計画』『本山町過疎地域持続的発展計画』に基づき、生活に直結した町道に架か

る橋梁の整備を行ってきました。 

現在は、『本山町橋梁長寿命化修繕計画』に基づき、定期的な点検・診断を行い予防保全型の維持

補修を実施しています。 

維持管理に関する基本方針 

【設置（数量）について】 

『本山町過疎地域持続的発展計画』に基づき、老朽化が激しく通行に支障をきたしている土佐本山橋

の架け替えを実施しています。 

また、架設年次が古く橋脚が多いため河積を阻害しているなど治水上問題のある老朽化した吉野橋や

現道と近接した旧道に架かる橋梁等については、道路利用者や沿線住民と協議し、安全性・老朽化度や

優先順を勘案し撤去します。 

 

 

【管理運営（品質）について】 

『本山町橋梁長寿命化修繕計画』に基づき、概ね５年に１度の近接目視による定期点検・診断を行い

施設の状況を把握し、予防保全型の維持補修を実施しています。 

 

 

【コストについて】 

将来的にも点検・診断後の適切な時期に年度ごとの補修修繕工事費用を平準化した長寿命化修繕計

画立の見直しを実施しライフサイクルコストの縮減に努めます。 
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③水道 

現状 

１簡易水道、６配水区の水道普及率は 86.7％（平成 30 年度）で、高知県平均 95.0％や全国平均

98.0％を下回っているものの、主に集落単位で設置されている飲料水供給施設 12 箇所で補っています。 

大半の施設が設置後 35 年以上経過し、老朽化による取水能力の低下や漏水等が課題となっていま

す。 

『第７次本山町振興計画』及び『本山町過疎地域持続的発展計画』に基づき、計画的な補修工事の実

施により保全を行っています。 

維持管理に関する基本方針 

【設置（数量）について】 

 簡易水道、飲料水供給施設、給水施設の計画的な更新や統合を行い、安全で安定した飲料水の供給

に努めます。 

 

 

【管理運営（品質）について】 

 水道サービスの持続性の確保、安全な水の供給の保証するため、施設の長寿命化を最優先とします。

水道管路情報システム（水道ＧＩＳ）導入を進め、水道管路情報の一元的な管理を行い、災害時における

断水影響範囲の確認や優先給水施設のルート確保、復旧作業の計画作成など、迅速かつ適切な対応が

できる体制の充実を図ります。 

 簡易水道事業については、財務状況の明確化及び透明性の向上を図り、経営の効率化と健全化を推

進するため、令和 6（2024）年度から会計方式を「公営企業会計方式」に移行し、地方公営企業法を適用

して、経営戦略に基づき事業運営にあたります。 

 

 

【コストについて】 

 施設管理の効率化や管路材の規格化を進め、将来に向けたコストの縮減に努めます。 

 適正な事業規模、経済性を考慮した適切な管路整備を行います。 
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● 長 寿 命化 に伴 う 費

用の検証

●施設の老朽化状況

等の確認

●人口動向や施設老

朽化等の確認

●施 設の維持管理 、

点検等の実施

●計画に基づく修繕、

改修等の実施

●公共施設等の運用

維持管理・点検等

の見直し改善

●公共施設等総合

管理計画の改訂

●個別施設計画の

改訂

Ａction

改善

Ｄo

実施

Ｃheck

検証

Ｐlan

計画

第５章 取組体制の構築とフォローアップ 

（１）推進体制等の整備 

本計画を推進していくためには、公共施設等を所管する各部署が本計画を踏まえ、個別の施設計画や長

寿命化計画に沿って、計画的に整備、修繕等を実施していく必要があります。 

本計画の庁内推進体制として「公共施設等総合管理計画推進委員会」や「公共施設等総合管理計画作

業部会」並びに「関係課」と連携、協力しながら進めることとし、公共施設等の更新、統廃合、長寿命化、修

繕及び点検診断等の実施における総合調整等、全庁的な調整・協議を行うとともに、計画の改訂や目標の

見直しを行います。 

 

（２）情報基盤の整備と活用 

公共施設等の基本情報、光熱水費をはじめとする運営費、改修・補修等の工事履歴や劣化情報等の一

元管理を行っていきます。 

情報基盤の整備にあたっては、固定資産台帳を核としながら、地方公会計制度による財務書類等を活用

して公共施設等の維持管理にかかる費用状況、修繕や改修履歴等の建物状況、稼働率等の利用状況のデ

ータを一元的・経年的に管理蓄積していくことで、将来的な中長期修繕計画や施設評価への利用を検討し

ます。 

 

（３）フォローアップの方針 

本計画は、不断の見直しを実施し、計画を充実させていくローリングプランです。 

また、策定後 5 年で進捗状況を踏まえた計画の見直し・更新を行います（個別施設計画も同様の見直し・

更新を行います）。 

このため、計画の進捗管理・評価・改善といった PDCA サイクルを確立しながら計画の実効性を高めます。 

PDCA サイクルイメージ 
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